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地球温暖化や人口減少が進行する中の都市経営においては，洪水リスクの変化に対応しながら，インフ

ラの維持管理の効率化も考慮した，より集約的な土地利用を考えていく必要がある．本研究では洪水によ

る被害が土地利用の効率性を下げることを組み込んだ総期待地代収入に加え，同じ用途地域を隣接させて

維持管理の効率化を図った場合の維持管理費用の低減を考慮した最適土地利用計画問題を定式化し，土地

利用を純利益の面から評価する．本モデルを愛知県豊橋市に適用した結果，土地利用の効率性を大きく下

げるような破堤シナリオを特定することができた．また，洪水を避ける土地利用と，集約による低減を考

えた土地利用の配置は似た傾向を持っており，どちらか一方の方針による土地利用を推進することが，も

う一方の推進にもつながる可能性が示唆された． 
 

     Key Words: flood risk, infrastructure maintenance costs, adjoining land-use, 
 net income, multi-objective optimization 

 
 
 

1. はじめに 
 
地球温暖化や人口減少が進行する中の都市経営におい

ては，変化する洪水リスクに対応しながら，運営や維持

管理の効率化も考えた，より集約的な土地利用を考える

必要がある．2014年の都市再生特別措置法改正では立地
適正化計画制度が新たに創設され，将来的に人口密度を

維持することにより，都市サービスを集約しアクセスを

担保する地域を居住誘導区域（以下「誘導区域」）とし

て定められるようになった．しかし，これまでに形成さ

れた土地利用を基に考えられた土地利用計画が必ずしも

洪水リスクを避けたものになっているとは限らない．実

際に，2019年12月時点で誘導区域を指定する275の都市
のうち 242都市は浸水想定区域を含んでいる 1)．こうし

た背景から，2020年には誘導区域内において防災指針が
定められるようになり 2)，自治体は浸水が想定される地

域を誘導区域から除くか，何らかの対策を講じつつ誘導

の方針を維持するか，といった判断に直面している．以

上を踏まえると，自治体には i）洪水リスクを考慮しつ
つもできるだけ都市の地代収入を大きくすること，ii）
インフラの維持管理を効率的にすることよって都市の費

用をできるだけ小さくすること，といった都市経営の戦

略が求められていると言える． 
上記のような災害リスクと都市の利用に着目した既往

研究として大窪・中居 3)は複数の洪水リスクと土地利用

の二つの関係性に着目し，地代収入を最大とするような

最適土地利用計画問題を定式化している．このモデルで

は土地利用の効率性をあらわす指標として付け値地代を

用い，計画期間内に被災した場合に地代が下がることを

考慮しつつ期待地代の総和を求めることで，洪水リスク

の影響を考慮している．また，各水害シナリオの重みを

設定し，期待地代収入を最小化する重みの下で期待地代
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収入を最大化する maxmin問題として定式化することで，
最悪の被害に至るシナリオを回避する土地利用を求める

ことができるようになっている．ただし，このモデルで

は，上記 i）で述べた地代と水害シナリオに応じた都市
の収入については考慮されているが，ii）の効率的な維
持管理による費用の低減については考慮されていない． 
そこで，本研究では既往のモデルを図-1に示す枠組み

へと拡張し，i）水害によって地代が下がることを組み

込んだ総期待地代収入に加え，ii）同じ用途地域を隣接

させて維持管理の効率化を図った場合の維持管理費用を

考慮した最適土地利用計画問題を定式化し，土地利用を

純利益の面から評価する．さらに，最適化問題に含まれ

るパラメータを感度分析することにより三つの点を明ら

かにする．一点目は支出に影響する水害シナリオの感度

分析である．本研究では破堤地点別の浸水シナリオを考

えたうえで「河川堤防のどの箇所が破堤するか分からな

いケース」と「ある箇所のみ破堤しやすいケース」で純

利益と土地利用を求め，特に純利益を大きく低下させる

ような破堤シナリオを特定する．二点目は費用に影響す

る維持管理の効率化を表すパラメータの感度分析である．

同じ用途地域を隣接させることで単位面積あたりの維持

管理費用が「大きく低減されるケース」から「あまり低

減されないケース」を考え，各ケースの土地利用の変化

と純利益への影響を明らかにする．三点目は，上記の二

つの感度分析の特殊ケースとして「洪水が一切起こらな

いことを前提としたケース」と「用途地域を隣接させて

も維持管理が効率化されず費用が全く低減されないケー

ス」の土地利用を求めることで，「洪水を避けることの

みを考えた土地利用」と「維持管理の効率化のみを考え

た土地利用」を比較する．そして，両者が両立するもの

か，それとも相反するものかを明らかにする． 
 
 
2. 最適土地利用モデルの定式化と分析方法 
 
(1) 最適土地利用モデルの定式化 

a) 目的関数の定式化 

本研究では対象地域を𝑛個のメッシュに分割された領

域と考え，各メッシュは 4 つ土地利用𝑘 ∈ 𝐾 = {住居地
域，商業地域，工業地域，その他}のいずれかが配置さ

れていると考える．ここで，メッシュ𝑖における土地利
用𝑘の面積を𝑥!"であらわす．本モデルでは，各メッシュ

に配置される土地利用𝑘の面積𝑥!"を制御変数として，洪

水によって地代が下がることを組み込んだ計画期間内の

総期待地代収入𝐷(𝑥)，周囲に同じ用途地域が隣接する

と費用が低減されることを組み込んだ維持管理費用

𝐶#(𝑥)，既存の土地利用からの変更費用𝐶$(𝑥)の 3つの部

分目的で構成された目的関数を考える． 

洪水によって地代が下がることを組み込んだ計画期間

内の総期待地代収入𝐷(𝑥)は既往研究のモデルを基に，
メッシュ𝑖の期待地代収入𝐸%[𝑟!"& ]と対応する土地利用面
積𝑥!"を乗じたものとする．洪水の発生確率が小さいと

期待地代の低下が抑制されるため，𝐷(𝑥)の値は大きく
なる．𝐷(𝑥)は下式のように定式化する． 

𝐷(𝑥) =22𝐸%[𝑟!"& ]
"∈(!∈)

𝑥!" (1) 

期待地代𝐸%[𝑟*"& ]は，計画期間中に得られる地代の総和

の期待値である．ここでは，土地利用形態が𝑘のメッシ

ュ𝑖について洪水前の地代を𝑟!"，シナリオ𝑠 ∈ 𝑆発生後の

地代を𝑟!"&であらわす．本研究の洪水シナリオ𝑠は対象の

河川の各破堤点による浸水範囲を考える．シナリオ𝑠は
再現期間𝜆&とし，計画期間開始期から𝜏年後の発生確率

を𝑝&とする．計画期間のうち𝑡 =1（計画期間最初の年）

から𝑡 = 𝑇（計画期間最後の年）まで毎年の洪水の発生

確率𝑝&は一定とする．また，洪水は計画期間内に一度し

か発生しないものとし，地代は災害前後でしか変化しな

いと仮定する．以上をふまえ社会的割引率を𝛽とおくと
計画期間を𝑇年間とした場合の期待地代は次式で表せる． 

𝐸![𝑟"#$ ] =	
1 − 𝛽%

1 − 𝛽 𝑟&# −
𝑟&# − 𝑟'&#
1 − 𝛽 *𝑝$(𝛽()* − 𝛽%)

%

(+*
 

(2) 

つぎに，維持管理費用𝐶#(𝑥)を考える．これは，同じ

用途地域が隣接する場合には費用が一部低減される効果

があるものとする．あるメッシュ𝑖の土地利用𝑘の維持管
理費は，単位面積当たりのインフラ維持費𝑐"と面積𝑥!"
を乗じたものとする．もし隣り合うメッシュが同じ土地

利用だった場合，比例した維持管理費用の低減効果𝑧!"
が生じていると考える．メッシュ𝑖の土地利用𝑘の維持管
理費から維持管理費用の低減効果𝑧!"を引いたものをイ

ンフラ維持費費用𝐶#(𝑥)とし，下式のように定式化する． 

𝐶#(𝑥) =22(𝑐"𝑥!" − 𝑧!")
"∈(!∈)

 (3) 

 
図-1 収入と費用による都市の純利益の定義 

収入 費用

純利益

水害シナリオ

維持管理の効率化
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対象地域の既存市街地の土地利用を踏まえ，実現可能

性の高い解になるよう，最適解において配分される面積

𝑥!"が既存の土地利用から大きく変更されないようにす

る．このために既存の土地利用からの変更費用𝐶$(𝑥)を
考える． 𝐶$(𝑥)は，あるメッシュ𝑖における土地利用𝑘の
既存の面積𝑥!"+と配分する制御変数として面積𝑥!"の差分

に土地利用𝑘における単位面積当たりの拡大費用ℎ"，撤

退費用𝑑"を乗じたものとする．また，二つの値のうち

大きい値のものを𝐶$(𝑥)とし下式のように定式化する． 

𝐶$(𝑥) =	
22max	{ℎ"(𝑥!" − 𝑥!"+ ), 𝑑"(𝑥!"+ − 𝑥!")}

"∈(!∈)
 

(4) 

以上を踏まえ，本研究で求める期待地代収入最大化モ

デルは収入から費用をひいたものとする． 

max
,
	{𝐷(𝑥) − (𝐶#(𝑥) + 𝐶$(𝑥))} (5) 

b) 制約条件の設定 

 まず，配分する面積の制約条件を考える．メッシュに

配分する面積𝑥!"の総和は現在の面積𝑥!"+の総和と等しい． 

22𝑥!" =
"-(!-)

22𝑥!"+
"-(!-)

 (6) 

次に隣り合うメッシュの土地利用が同じに場合に比例し

た維持管理費用の低減効果𝑧!"の制約条件式(7)，式(8)を
考える．式(7)では，ほかの制約条件式がなければ𝑧!"は
右辺の値をとり，インフラ維持費が低減される度合い

𝛼"に比例した形でメッシュ𝑖の維持管理費用𝑐"𝑥!"の一部

が低減する．式(8)に示すように，𝑧!"が正となるのは𝑥!"
が正であり，メッシュ𝑖に周辺と同様の土地利用がある

場合だけであることを示す制約条件式を考える．ただし，

メッシュ𝑖が周辺から受ける影響は，メッシュ𝑖単独の維

持管理費用よりも低いと仮定した． 

𝑐" 2𝛼"𝑥*"
*-.!

≥ 𝑧!" (7) 

𝑐"𝑥!" − 𝑧!" ≥ 0 (8) 

 
(2) 土地利用と都市の純利益の分析方法 

 
(1)で定式化した最適化問題に含まれるパラメータの

うち，式(2)の洪水の発生確率𝑝&と式(7)のインフラ維持
費が低減される度合い𝛼"の感度分析を行うことで，三

点を明らかにする．一点目の 𝑝&の感度分析（図-1 左）

では破堤シナリオとして「河川堤防のどの箇所が破堤す

るか分からないケース」と「ある箇所のみ破堤しやすい

ケース」を表現し，各々の純利益を求めることで，特に

純利益を大きく低下させるような破堤シナリオを特定す

る．二点目の𝛼"の感度分析（図-1 右）では，同じ用途

地域を隣接させることによる維持管理の効率化を考える

ことで純利益がどのように変化するかを明らかにする．

また，三点目は表-1 に示す 2つのパラメータについて

「洪水が一切起こらないことを前提とする／洪水が発生

する」，「用途地域を隣接させても維持管理が効率化さ

れず費用が全く低減されない／低減される」というケー

スを想定し，その組合せによる3つの土地利用A，B，C
の比較をおこなう．まず，ベースラインとして「洪水，

用途地域の隣接効率化のいずれも考慮しないケース

（A）」を求める．さらに，「洪水を避けることのみを
考えた土地利用（B）」と「維持管理の効率化のみを考
えた土地利用（C）」を用途地域の面積配分の結果から

比較する．そして，それらの土地利用が両立するものか，

それとも相反するものかを明らかにする． 
 

 
図-2 豊橋市の現状の用途地域の分布 

 

表-1 土地利用と純便益の比較分析における3つの土地利用

A，B，Cの考え方とパラメータ設定方法 

 
洪水が 
発生する 

（𝑝$, = 1/30） 

洪水が 
発生しない 
（𝑝$, = 0） 

用途地域の隣接 
効率化あり 

（𝛼# = 0.25） 
 土地利用C 

用途地域の隣接 
効率化なし 
（𝛼# = 0） 

土地利用B 土地利用A 
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3. 対象地域とパラメータの設定 
 
(1) 対象地域の概要 

本研究では対象地域を愛知県豊橋市とする．豊橋市は

人口370,552人（2023年2月1日現在）の中核市であり，

中心部には市役所や美術館などの施設があり，東海道新

幹線，東海道本線，飯田線，名鉄名古屋本線，豊鉄市内

線，渥美線が通っている．西側は三河湾に面しており，

三河港を中心に臨海工業地域が形成されている．図-2に
示すように，現在の土地利用はおもに豊橋市の中心部分

に商業系の用途地域が分布しており，その周りに住居系

の用途地域がある．工業系の用途地域は三河湾に面して

いる西側と中心部付近に配置されている．また，豊橋市

には一級河川の豊川，豊川放水路が流れている．豊川で

は過去に大きな災害が何度も発生しており，戦後最大の

洪水として記録された昭和 44年 8月の洪水では，7棟の
家屋が流出し，919 棟が半壊，床上浸水した．これを受

けて昭和 13～40年にかけて放水路が整備された．近年

では大きな災害はないが，地域によっては最大浸水深が

13mと想定されているところもある． 
 

(2) パラメータの設定 

a) 計算単位および利用可能な土地 

最適土地利用計画は 100m メッシュを単位として計算

する．また，各用途の土地利用を配分する候補地は，現

状の地形やインフラ整備状況から土地利用に適さない場

所は除いた．利用不可能なメッシュは，国土数値情報 4)

の土地利用細分メッシュデータのうち建物を立地させる

ような土地利用が難しいと考えられる区分（森林，荒地，

道路，鉄道，河川地及び湖沼，海浜，海水域）に該当す

るメッシュとした．図-3 に豊橋市のデータをもとに分類

した利用可能メッシュと利用不可能メッシュを示す． 
b) 浸水に関するシナリオ 

本研究では，豊橋市を流れる豊川，豊川放水路を対象

とし，堤防上にある複数の破堤点ごとの浸水域をシナリ

オとして考える．また，各破堤点における破堤は，確率

𝑝&で発生するものとする． 
破堤点別の浸水域は，国土地理院の浸水ナビ 5)の API
を用いて市内各地点に最大の被害をもたらす破堤点

（「最大浸水破堤点」データ）を取得したうえで，破堤

点が同一となるような一体的な区域を 1つのシナリオと
した（以降，破堤点別の浸水域を「破堤シナリオ」と表

記する）．その際，メッシュ数個分しかないシナリオも

あったことから，近接した破堤点については複数の破堤

点を 1つにまとめた．破堤シナリオ 1は河川距離標の豊

川左岸 4.8kmまでの破堤点による浸水域をまとめたもの，

破堤シナリオ 2は豊川左岸 5.0kmから豊川左岸 5.8kmま
での間にある破堤点の浸水域，破堤シナリオ 3は豊川左

岸 6.8kmから豊川左岸 9.2kmまでの間にある破堤点の浸

水域，破堤シナリオ 4は豊川左岸 10.4kmから豊川左岸

14.6kmまでの間にある破堤点の浸水域，破堤シナリオ 5
は豊川右岸 11.4kmまでの間にある破堤点の浸水域，破

堤シナリオ 6は豊川右岸 11.8kmから豊川右岸 15.2kmま
での間にある破堤点の浸水域とした．その結果，図-4に
示す6つのシナリオが作成された．破堤シナリオ1，2，
5の一部の浸水域は市街化区域と重なっている． 
 各年の破堤シナリオ𝑠の発生確率𝑝&は，式(9)の超過洪

水の発生確率𝑝&/と破堤確率𝑝&0の同時確率として表す． 

𝑝& = 𝑝&/𝑝&0 (9) 

まず，超過洪水の発生確率𝑝&/を設定する．これは，

 
図-3 利用可能メッシュと利用不可能メッシュ 

 

 
図-4 破堤シナリオの空間分布 
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現状の豊川の整備水準をふまえつつ可変のパラメータを

前提としているが，本分析では，洪水が発生する場合は

𝑝&/=1/30と仮定し，洪水が発生しない場合は𝑝&/=0とする．
各破堤点の破堤確率𝑝&0は大きく分けて2つのケースを考

える．1つは，どの点で破堤するかわからない，つまり

不確実な場合を考えるもので，𝑝&0はすべての破堤シナ

リオを等確率とする．上述したように，今回の場合 6つ
の破堤シナリオがあるので，𝑝&0 = 1 6⁄ となる．もう 1
つはいずれか 1つの点で破堤しやすくするときで，1つ
の破堤シナリオは𝑝&0=1，それ以外の破堤シナリオは

𝑝&0=0となるように設定する．このようにして，7つの破

堤シナリオ（全破堤点等確率で破堤，破堤点 1で破堤，

破堤点 2で破堤，破堤点 3で破堤，破堤点 4で破堤，破

堤点 5で破堤，破堤点 6で破堤）を考える． 
d) 各メッシュの洪水前後の地価 

 被災前の地価𝑟!"は式(6)の地価関数を用いて推定し，

メッシュごとの地価を算出する．  

log(𝑦!) = 𝛼 + 𝛽1𝑋 (10) 

本研究では説明変数𝑋として，豊橋市の地価公示価格

（円/m2），用途地域ダミー（住居系，商業系，工業

系），緊急輸送道路ダミー，最寄駅からの距離（m）の
７つの変数を用いてN=111で地価を推定した．その結果

を表-2に示す．調整済み決定係数は0.46であった．本研
究の各メッシュの地価は，結果から有意な変数（地価

（円/m2），用途地域ダミー（住居系，商業系），最寄

駅からの距離（m））のみを用いて推定したものとした．

推定した地価の空間分布を図-5に示す．また，洪水が発

生した後の地価𝑟!"&は一律で 40％低下するものとした． 
e) 単位面積あたりの維持管理費用 

 単位面積当たりの維持管理費用𝑐"は公共下水道の更新

（打替え）費用のみを想定する． 環境省 6)より，公共下

水管は50年に1回更新し，1ｍあたりの更新費用は75,000
（円/m）とされている．更新費用は 50年かけて払うも
のとし，このうち 30年で払わなければならない費用分

に相当する 45,000円を単位面積当たりのインフラ維持費

とする．今回は，土地利用によって単位面積当たりの費

用は変わらないとする．単位面積当たりの拡大費用ℎ"
および撤退費用𝑑"は，土地利用を拡大，撤退すると工

事の必要が生じ，下水道の更新費用が発生すると考え，

維持管理費用𝑐"と同じ値とする．  
f) インフラ維持費の低減度合い𝛼" 
隣接しているメッシュが同じ用途の土地利用であった

場合にインフラ維持費が低減される度合い𝛼"は，自メ

ッシュ𝑖の上下左右に同じ用途地域かつ同じ面積を配置

した場合であっても𝑖のインフラ維持費が負にならない
ようにするため，𝛼"=0.25から𝛼"=0まで 0.05刻みで変化
させることとする． 

4. 分析結果 
 
本章では，最適土地利用計画モデルを豊橋市に適用し

た結果を示す．(1)では各破堤点の破堤確率𝑝&の感度分

析をおこない，特に純利益を大きく低下させるような破

堤シナリオを示す．(2)ではインフラ維持費が低減され
る度合い𝛼"の感度分析により，土地利用と純利益の変

化を示す．(3)では「洪水を避けることのみを考えた土
地利用（B）」と「維持管理の効率化のみを考えた土地
利用（C）」をベースラインシナリオ（A）と比較する． 

  
(1) 各破堤シナリオの発生確率𝑝&の感度分析結果 

 各破堤シナリオの発生確率𝑝& = 𝑝&/𝑝&0について，超過

洪水の発生確率を𝑝&/ = 1/30で固定したうえで，各破堤

点の破堤確率𝑝&0の7つの破堤シナリオ（全破堤点等確率

で破堤，破堤点 1で破堤，破堤点 2で破堤，破堤点 3で

表-2 地価の推定結果 

変数 推定値(標準誤差) 

切片 11.25 *** 
(0.19)   

用途地域ダミー 住居系 0.32   .  
(0.16)  

用途地域ダミー 商業系 0.73 *** 
(0.20)    

用途地域ダミー 工業系 -0.05  
(0.19)  

緊急輸送道路ダミー -0.11  
(0.16)  

最寄りの駅からの距離[m] -0.00 *** 
(0.00)    

N 111 
r2（調整済み決定係数） 0.46 

*** p < 0.001; ** p < 0.01; * p < 0.05 . p < 0.1 
 

 
図-5 豊橋市における推定された地価の空間分布 
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破堤，破堤点 4で破堤，破堤点 5で破堤，破堤点 6で破

堤）に応じた最適な土地利用を求めた．なお，インフラ

維持費が低減される度合いは𝛼"=0とした．得られた各

破堤シナリオの純利益を図-6 に示す．破堤点 2，5にお
いて都市の純利益が特に低くなっていることから破堤点

2，5 によって最大の浸水深となるような地域では対策

が必要であるといえる．また，破堤点 3，4，6では純利

益がほかの破堤シナリオと比べて低くない．したがって，

浸水をある程度受け入れる判断がなされる場合は，各地

域の安全度を破堤点 3，4，6の浸水域で相対的に低くし，

破堤点 2，5の浸水域で相対的に高くするといった対策

をとることで，豊橋市全体で期待される純利益を上げる

ことができる． 
 
(2) インフラ維持費の低減度合い𝛼"の感度分析結果 

 インフラ維持費が低減される度合い𝛼"について，
𝛼"=0.25から𝛼"=0まで 0.05刻みで変化させた時の純利益

の変化を 7つのシナリオ別に図-7に示す．洪水が発生す

る場合（𝑝&/=1/30）の純利益は実線，洪水が発生しない

場合（𝑝&/=0）の純利益は破線で示している．この結果

より，インフラ維持費が低減される度合い𝛼"が増加す

ると，純利益が上がることが分かる．これは式(3)の構

造から当然の結果と言えるが，𝛼"を大きくすることで
都市の費用が減るためである．また，破堤シナリオ 3
（図-7 (d)），破堤シナリオ 4（図-7 (e) ），破堤シナリオ

6（図-7 (g)）で破堤させるケースにおいては，洪水が発

生する場合と発生しない場合で純利益に差は見られなか

った．このことから，純利益の面からみると破堤シナリ

オ 3，4，6を考慮した最適土地利用は洪水の発生有無に

よらないことが分かった． 
 
(3) 洪水を考慮した土地利用と用途地域の隣接効率化

を考慮した土地利用の比較分析結果 

 表-1に示す 2つのパラメータについて，「洪水が一切

起こらないことを前提とする（𝑝&/ = 0）／洪水が発生

する（ただし𝑝&/ = 1/30）」，「用途地域を隣接させて

も維持管理が効率化されず費用が全く低減されない

（𝛼" = 0）／低減される（𝛼" = 0.25）」というケース

を考える．本研究の最適土地利用モデルにそれらのパラ

メータを与えた結果得られた土地利用として，図-8 に
「（B）洪水を避けることのみを考えた場合（𝑝&/ = 1/
30, 𝛼" = 0）」，図-9 に「（C）維持管理の効率化のみ
を考えた場合（𝑝&/ = 0, 𝛼" = 0.25）」を示している．

それぞれの図の左列は「（A）ベースラインシナリオ

（𝑝&/ = 0, 𝛼" = 0）」の結果，中央列はBまたはCの土
地利用となっており，これらは (a)住居地域（青），(b)
商業地域（赤），(c)工業地域（緑）の 3つの用途別に配

分された面積を示している．さらに，右列にはベースラ

インシナリオAからの土地利用の変化を増加（赤）減少

（青）に分けて示している．  
図-8の洪水を避けることのみを考えた場合では，住居
地域，商業地域は主に居住誘導区域内に配分されている

ものの，南西部に一部の住居地域と少数の商業地域が点

在した（図-8 (a)，(b)）．この傾向はベースラインシナ

リオ（A）と同じである．つまり，仮に洪水を避けるこ

 
（a）全シナリオ等確率 

 
（b）破堤シナリオ1 

 
（c）破堤シナリオ2 

 
（d）破堤シナリオ3 

 
（e）破堤シナリオ4 

 
（f）破堤シナリオ5 

 
（g）破堤シナリオ6 

 

図-7 各破堤シナリオにおける感度分析の結果 

 

図-6 各破堤シナリオの純利益 
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とだけを考える場合は，これらの点在した地域では撤退

という判断がなされないことを意味する．この結果は，

南西部は豊川，豊川放水路の浸水想定区域に含まれてい

ないというデータの特性によるものである．また，図-8 
(b)の商業地域は，面積の差分が小さいことから，洪水

を考慮しようがしまいが，ほとんど立地は変わらない．

図-8 (c)の工業地域はもともと浸水想定区域に含まれるエ

リアが多いため，洪水を考える場合には豊川北側のエリ

アで大きくメッシュが減っている．ただし，減ったのは

外縁部のみであり，浸水想定区域内であっても部分的に

残存する結果となった．隣接の効果が考慮されていない

（𝛼# = 0）にも関わらず，このように浸水区域内に工業

地域が残った理由は，本モデルの目的関数（式(4)）に
既存の土地利用からの変更費用が含まれているからであ

る．最適化において，洪水による地価の低減よりも変更

費用が上回ることから撤退が生じなかったと推察される． 
図-9の隣接による維持管理の効率化のみを考えた場合

も，概ね住居地域，商業地域は主に居住誘導区域内に配

分されている．しかし，面積の差分を見ると，ベースラ

インシナリオ（A）において居住誘導区域の外に点在し

ていたメッシュが減り，代わりに区域内部と外縁部で面

積の配分が増えていることがわかる．この傾向は，特に

図-9 (a)の住居地域の結果において顕著である．これは，

隣接による維持管理の効率化が全体の純利益を増やすた

めである．一方，図-9 (c)の工業地域では，低減効果を得

るために面積を増やすべきところとそうでないところが

外縁部において混在する結果となった． 
図-8と図-9を各々の面積の差分（右列）によって比較

すると，洪水の考慮有無を比較したケース（図-8）では
立地適正化区域の外にばらついて配分されている面積が

区域外の別のところに配分される一方で，隣接の考慮有

無を比較したケース（図-9）では，立地適正化区域の外

にばらついて配分されていた面積が区域の外縁部に接す

るような形で移動した．また，大きな違いはみられない

ものの，図-8で示された浸水区域内にある工業地域の外

縁部の撤退は，図-9においてはやや控えめであることが
わかった．ただし，いずれにしても豊川北部にある工業

地帯では面積の配分が減らされていることから，洪水の

ベースラインシナリオ（A） 
𝑝$, = 0，𝛼# = 0 

洪水を避けることのみを考慮（B） 
𝑝$,＝1/30，𝛼# = 0 

面積の差分（A）−（B） 

   
(a) 住居地域 

   
(b)商業地域 

   
(c)工業地域 

図-8 （B）洪水を避けることのみを考えた場合（𝑝$, = 1/30, 𝛼# = 0）と 
（A）ベースラインシナリオの土地利用の比較 
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観点からも，維持管理の効率化の観点からも撤退という

選択肢が肯定されうると言える．また，商業地域につい

ては，図-9 (b)の結果からは南部の居住誘導区域を商業

地域として利用することが望ましいとされるのに対し，

図-8 (b)の洪水リスクを避ける観点からは，この地域の
利用は望ましくないという結果となった．今回は市北部

の豊川と豊川放水路による浸水のみを考慮しており，南

部の地域はその浸水区域に含まれていないため，浸水し

ない地域で撤退が生じたという結果は直感と反するもの

である．また，維持管理の効率化の観点からはより狭い

地域に集約すれば維持管理費が下がるため，南部に商業

地域を広げるという結果も直感と反するものである．今

回，このように，図-8 (b)において南部に商業地域が立

地しない／図-9 (b)では立地する，という逆とも言える
結果が生じた理由は「地価の高いところに各用途地域を

立地させることで，地代収入を大きくする」という本モ

デルの構造によるものと考えられる．一つには，地代収

入を大きくする観点からは，ある土地利用を 1つのメッ

シュに高密度に集約するよりも低密度であっても広く配

置するほうが良い場合があるということが挙げられる．

また，同じ用途が隣接することによる維持管理費用の低

減効果が強くなればなるほど，既存の土地利用（図-2）
を変更して拡大撤退する費用が相対的に大きくなるため，

図-9 (b)では，むしろ南部の既存の商業地域を撤退させ

ず残したほうがよいという結果が生じたと推察できる． 
以上のように，面積の差分の空間的な傾向は土地利用

A-Bと土地利用A-C で違いがあったものの，土地利用B
とCの各用途地域の空間的な配分は似ており，概ね両立

するといえる．  
 

ベースラインシナリオ（A） 
𝑝$, = 0，𝛼# = 0 

隣接による効率化のみを考慮（C） 
𝑝$, = 0，𝛼# = 0.25 

面積の差分（A）−（B） 

   
(a) 住居地域 

 

   
(b) 商業地域 

 

   
(c) 工業地域 

 
図-9 （C）隣接による維持管理の効率化のみを考えた場合（𝑝$, = 0, 𝛼# = 0.25）と 

（A）ベースラインシナリオの土地利用の比較 

 

第 67 回土木計画学研究発表会・講演集

 8



 

 

5. 考察およびまとめ 
 
 本研究では，洪水による被害が土地利用の効率性を下

げることを組み込んだ総期待地代収入に加え，同じ用途

地域を隣接させて維持管理の効率化を図った場合の維持

管理費用の低減を考慮した最適土地利用計画問題を定式

化し，土地利用を純利益と各用途地域の空間分布の面か

ら評価した．本モデルを愛知県豊橋市に適用した結果，

おもに 2つの知見が得られた． 
一つ目として，土地利用の効率性を大きく下げるよう

な破堤シナリオを特定することができた．豊橋市におい

て浸水をある程度受け入れる判断がなされる場合は，各

地域の安全度を破堤点 3，4，6の浸水域で相対的に低く

し，破堤点 2，5の浸水域で相対的に高くするといった

対策をとることで，豊橋市全体で期待される純利益を上

げることができる．これは，豊橋市において破堤点 2，
5付近に既に都市機能などが集積しているという事実と

も整合的な結果となっている．また，破堤点 3，4，6は
洪水の有無を考慮してもしなくても，純利益はほとんど

変わらないということも分かった． 
二つ目として，洪水を避ける土地利用と，集約による

維持管理効率化による維持管理費用の低減を考えた土地

利用の配置は概ね似た傾向を持っていることが明らかに

なった．つまり，どちらか一方の方針を重点化しても，

もう一方の方針に大きく障らない可能性が示唆されたと

言える．ただし，豊川北部の浸水区域内において，洪水

を考慮した土地利用Bでは工業地域の外縁部が大きく撤

退している一方で，維持管理費効率化を考慮した土地利

用 Cでは撤退の度合いが小さく，また逆に外縁部で工業

地域の面積配分が増える結果となっていることも分かっ

た．したがって，このエリアにおいては部分的にBとC
の土地利用が相反する場合があるといえる．  
また，本モデルの特性により，住居地域，商業地域に

ついては現在の土地利用とあまり変わらない結果が出た．

これは，モデルの構造として，地価関数を用いて推定さ

れた地価が高い地域により多くの用途地域を配分する仕

組みになっているためである．今回，地価を推定するの

に用いた変数の中に用途地域ダミー（住居系）と用途地

域ダミー（商業系）が含まれている．現在居住誘導区域

内にある住居地域，商業地域に該当する地域は地価が高

いため，地価が高く推定された．これにより，住居地域，

商業地域は地代収入を増加させるために移転する必要が

なく，元の土地利用から大きく変わらなかった．一方，

工業地域については臨海部に位置している既存の立地か

ら内陸部に大きく移動する結果となった．これは，地価

の推定に駅からの距離を変数として扱っているためであ

る．また，海上交通の利便性を表す変数を入れていない

ことから，臨海部よりも内陸部駅周辺に最適解が配置さ

れやすかったといえる． 
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